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【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 238,977,347   固定負債 113,867,000

    有形固定資産 196,338,883     地方債等 87,152,533

      事業用資産 102,213,500     長期未払金 -

        土地 49,273,141     退職手当引当金 6,018,888

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 107,193,588     その他 20,695,579

        建物減価償却累計額 -61,213,065   流動負債 14,257,850

        工作物 6,728,351     １年内償還予定地方債等 7,651,251

        工作物減価償却累計額 -3,464,499     未払金 495,139

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 5,127,947

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 612,711

        航空機 -     預り金 350,366

        航空機減価償却累計額 -     その他 20,436

        その他 169,938 負債合計 128,124,851

        その他減価償却累計額 -5,778 【純資産の部】

        建設仮勘定 3,531,823   固定資産等形成分 246,844,190

      インフラ資産 86,655,186   余剰分（不足分） -111,176,474

        土地 13,224,597   他団体出資等分 -

        建物 7,386,285

        建物減価償却累計額 -4,258,841

        工作物 136,649,152

        工作物減価償却累計額 -69,358,788

        その他 102,478

        その他減価償却累計額 -22,990

        建設仮勘定 2,933,293

      物品 18,492,278

      物品減価償却累計額 -11,022,081

    無形固定資産 33,016,174

      ソフトウェア 276,780

      その他 32,739,395

    投資その他の資産 9,622,290

      投資及び出資金 535,613

        有価証券 76,144

        出資金 459,469

        その他 -

      長期延滞債権 586,015

      長期貸付金 12,500

      基金 8,513,878

        減債基金 120,718

        その他 8,393,160

      その他 -

      徴収不能引当金 -25,716

  流動資産 24,815,220

    現金預金 15,868,836

    未収金 330,678

    短期貸付金 -

    基金 7,866,843

      財政調整基金 7,527,259

      減債基金 339,584

    棚卸資産 31,792

    その他 747,266

    徴収不能引当金 -30,195

  繰延資産 - 純資産合計 135,667,716

資産合計 263,792,567 負債及び純資産合計 263,792,567

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 26,193

    その他 -

純行政コスト 53,253,608

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 26,193

  臨時損失 71,856

    災害復旧事業費 54,419

    資産除売却損 17,437

    使用料及び手数料 6,263,061

    その他 920,768

純経常行政コスト 53,207,945

      社会保障給付 5,981,449

      その他 202,909

  経常収益 7,183,828

        その他 698,316

    移転費用 33,421,052

      補助金等 27,236,695

      その他の業務費用 1,330,519

        支払利息 620,932

        徴収不能引当金繰入額 11,270

        維持補修費 503,359

        減価償却費 8,574,237

        その他 -

        その他 1,046,577

      物件費等 17,543,490

        物件費 8,465,894

        職員給与費 6,409,717

        賞与等引当金繰入額 609,311

        退職手当引当金繰入額 31,108

  経常費用 60,391,774

    業務費用 26,970,721

      人件費 8,096,713

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 132,343,199 250,994,169 -118,650,971 -

  純行政コスト（△） -53,253,608 -53,253,608 -

  財源 56,899,625 56,899,625 -

    税収等 36,974,697 36,974,697 -

    国県等補助金 19,924,928 19,924,928 -

  本年度差額 3,646,016 3,646,016 -

  固定資産等の変動（内部変動） -4,052,743 4,052,743

    有形固定資産等の増加 5,586,294 -5,586,294

    有形固定資産等の減少 -8,604,298 8,604,298

    貸付金・基金等の増加 2,428,283 -2,428,283

    貸付金・基金等の減少 -3,463,022 3,463,022

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -11,444 -11,444

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -310,055 -85,793 -224,262

  本年度純資産変動額 3,324,518 -4,149,979 7,474,497 -

本年度末純資産残高 135,667,716 246,844,190 -111,176,474 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 131,841

本年度歳計外現金増減額 145,467

本年度末歳計外現金残高 277,309

本年度末現金預金残高 15,868,836

財務活動収支 -7,339,180

本年度資金収支額 1,234,161

前年度末資金残高 14,357,366

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 15,591,527

    地方債等償還支出 13,529,321

    その他の支出 7,257

  財務活動収入 6,197,397

    地方債等発行収入 6,111,000

    その他の収入 86,397

    資産売却収入 41,774

    その他の収入 533,286

投資活動収支 -3,242,762

【財務活動収支】

  財務活動支出 13,536,577

    その他の支出 292,500

  投資活動収入 4,508,947

    国県等補助金収入 821,969

    基金取崩収入 3,108,757

    貸付金元金回収収入 3,162

  投資活動支出 7,751,709

    公共施設等整備費支出 5,512,008

    基金積立金支出 1,944,801

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 2,400

    災害復旧事業費支出 54,419

    その他の支出 13,447

  臨時収入 17,956

業務活動収支 11,816,103

【投資活動収支】

    税収等収入 37,014,756

    国県等補助金収入 19,085,003

    使用料及び手数料収入 6,500,303

    その他の収入 793,552

  臨時支出 67,866

    移転費用支出 33,397,403

      補助金等支出 27,236,695

      社会保障給付支出 5,981,449

      その他の支出 179,259

  業務収入 63,393,614

    業務費用支出 18,130,198

      人件費支出 7,985,675

      物件費等支出 8,833,738

      支払利息支出 620,932

      その他の支出 689,852

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 51,527,600
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全体財務書類における注記

１ 重要な会計方針 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 子会社・関連会社株式･･･････････････････････････････取得価額

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

② その他有価証券･････････････････････････････････････出資金額

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

③ 出資金･････････････････････････････････････････････取得原価

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 原材料、商品等･････････先入先出法による原価法

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産･････････････････････････････････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物  ３年～６０年 

工作物 ３年～７５年 

物品  ２年～１７年 

ただし、一部の連結対象団体の一部資産は取替法によっています。 

② 無形固定資産･････････････････････････････････････定額法
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⑸ 引当金の計上基準及び算定方法

① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価

額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率等により徴収不能見込額を

計上しています。ただし、一部の連結対象団体については、一般債権は貸倒実績率により、破産

更生債権等は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金

退職手当債務から愛媛県市町総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に

対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、愛媛県市町総合事務組合における積立

金額の運用益のうち四国中央市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

④ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につ

いて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

⑹ リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料

総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

⑺ 連結資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。なお、現金及び現金同等物には、出納整理期

間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

⑻ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 
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２ 重要な会計方針の変更等 

該当なし 

３ 重要な後発事象 

該当なし 

４ 偶発債務 

該当なし 

５ 追加情報 

⑴ 連結対象団体（会計）

団体（会計）名 区分 連結の方法 

１ 国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 

２ 国民健康保険診療所事業特別会計 特別会計 全部連結 

３ 介護保険事業特別会計 特別会計 全部連結 

４ 駐車場事業特別会計 特別会計 全部連結 

５ 介護予防支援事業特別会計 特別会計 全部連結 

６ 後期高齢者医療保険事業特別会計 特別会計 全部連結 

７ 港湾上屋事業特別会計 特別会計 全部連結 

８ 西部臨海土地造成事業特別会計 特別会計 全部連結 

９ 寒川東部臨海土地造成事業特別会計 特別会計 全部連結 

10 城山下臨海土地造成事業特別会計 特別会計 全部連結 

11 水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

12 工業用水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

13 公共下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

⑵ 出納整理期間

地方自治法第２３５条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま

す。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との

間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整

しています。 

⑶ 表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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3
,2

2
4
,5

9
7

-
-

1
3
,2

2
4
,5

9
7

7
,3

6
5
,0

7
4

2
1
,2

1
1

-
7
,3

8
6
,2

8
5

4
,2

5
8
,8

4
1

1
5
0
,5

8
4

3
,1

2
7
,4

4
3

1
3
4
,3

5
1
,2

2
9

2
,3

7
4
,9

4
9

7
7
,0

2
5

1
3
6
,6

4
9
,1

5
2

6
9
,3

5
8
,7

8
8

3
,2

4
0
,0

7
9

6
7
,2

9
0
,3

6
4

1
0
2
,4

7
8

-
-

1
0
2
,4

7
8

2
2
,9

9
0

7
,7

7
9

7
9
,4

8
8

2
,1

7
2
,3

8
5

1
,5

1
8
,6

3
8

7
5
7
,7

3
1

2
,9

3
3
,2

9
3

-
-

2
,9

3
3
,2

9
3

1
8
,2

8
0
,2

5
0

3
7
5
,2

7
6

1
6
3
,2

4
8

1
8
,4

9
2
,2

7
8

1
1
,0

2
2
,0

8
1

9
4
6
,9

0
0

7
,4

7
0
,1

9
7

3
4
0
,4

9
4
,1

1
4

6
,4

0
1
,1

6
0

1
,2

1
0
,3

4
9

3
4
5
,6

8
4
,9

2
5

1
4
9
,3

4
6
,0

4
2

7
,3

1
0
,6

7
5

1
9
6
,3

3
8
,8

8
3

　
　

立
木

竹

  
土

地

【
様

式
第

５
号

】

附
属

明
細

書
（
全

体
会

計
）

１
．

貸
借

対
照

表
の

内
容

に
関

す
る

明
細

※
下

記
以

外
の

資
産

及
び

負
債

の
う

ち
、

そ
の

額
が

資
産

総
額

の
1
0
0
分

の
5
を

超
え

る
科

目
に

つ
い

て
も

作
成

す
る

。

（
１

）
資

産
項

目
の

明
細

 事
業

用
資

産区
分

　
　

航
空

機

　
　

浮
標

等

　
　

船
舶

　
　

工
作

物

　
　

建
物

　
　

建
物

　
　

土
地

イ
ン

フ
ラ

資
産

　
　

建
設

仮
勘

定

　
　

そ
の

他

合
計

 物
品

　
　

建
設

仮
勘

定

　
　

そ
の

他

　
　

工
作

物
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